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結果の概要 

 

 

 

１ 法人の土地所有状況 

平成 28 年１月１日時点における資本金１億円以上の会社法人数は３万 1152 法人とな

っている。このうち土地を所有する法人数は１万 8396 法人（全法人数の 59.1％）と約

６割を占めており、平成 27 年に比べ 0.1 ポイント上昇した。 

これを資産区分別にみると、自社用、事業所用、工場用土地、社宅用、福利厚生施設

用等の「事業用資産」を所有している法人は１万 8195 法人（同 58.4％）で、平成 27 年

と同率であった。一方、他者への販売を目的として所有する「棚卸資産」を所有してい

る法人は 1,817 法人（同 5.8％）で、平成 27 年に比べ 0.2 ポイント上昇した。（統計表

１－１） 

 

表１ 資産区分別法人数・割合（平成 27～28 年） 

 

  

（単位）法人数：法人、割合：％

H27 H28 H27 H28

計 30,820 31,152 100.0 100.0

18,192 18,396 59.0 59.1

事 業 用 資 産 18,004 18,195 58.4 58.4

棚 卸 資 産 1,718 1,817 5.6 5.8

注：　「事業用資産」と「棚卸資産」については重複回答がある。

土 地 を 所 有 し て い る

法 人 数 割 合
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業種別に法人総数に対する土地を所有している法人数の割合（土地所有率）をみると、

「パルプ・紙・紙加工品製造業」が 91.0％と最も高くなっており、平成 27 年に比べ 4.0

ポイント上昇した。次いで「鉄鋼業・非鉄金属製造業」が 84.2％（同 0.2 ポイント低下）、

「建設業」が 80.5％（同 0.2 ポイント上昇）となっている。土地所有率は、製造業、「建

設業」で高く、「運輸業・通信業」、「金融業、保険業」は低い傾向がみられる。（統計表

１－１） 

 

図１ 業種別土地所有率（平成 27～28 年） 
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これを資産区分別にみると、「事業用資産」では、「パルプ・紙・紙加工品製造業」が

91.0％と最も高くなっており、平成 27 年に比べ 4.0 ポイント上昇した。次いで「鉄鋼業・

非鉄金属製造業」が 84.2％（同 0.2 ポイント低下）となっている。一方、「棚卸資産」

では、「建設業」が 24.3％と最も高くなっており、平成 27 年に比べ 0.5 ポイント上昇し

た。次いで「不動産業（賃貸を含む）」が 17.2％（同 1.0 ポイント上昇）となっている。

（統計表１－１） 

 

図２ 業種別の資産区分別土地所有率（平成 27～28 年） 

 

  

58.4 

48.6 

78.5 

87.0 

84.4 

76.0 

58.8 

65.9 

26.4 

71.2 

40.2 

50.5 

41.4 

0.0 

58.4 

46.1 

78.3 

91.0 

84.2 

75.9 

59.7 

65.0 

26.1 

72.5 

40.1 

49.7 

41.8 

0.0 

020406080100

5.6 

3.6 

23.8 

4.3 

3.6 

4.4 

3.8 

3.6 

2.0 

16.2 

2.5 

1.7 

2.7 

0.0 

5.8 

5.0 

24.3 

3.8 

4.0 

4.5 

4.1 

4.3 

2.4 

17.2 

2.9 

1.7 

2.5 

0.0 

0 20 40 60 80 100

計

農林漁業、鉱業

建設業

パルプ・紙・紙加工品製造業

鉄鋼業・非鉄金属製造業

その他製造業

卸売業

小売業

金融業、保険業

不動産業（賃貸を含む）

運輸業・通信業

電気業・ガス業・熱供給業・水道業

飲食業、サービス業

不明

（%）

H27

H28
事業用資産 棚卸資産

3



資本金別に土地所有率をみると、資本金規模が大きくなるほど高くなる傾向がみられ

る。平成 28 年は平成 27 年に比べ「２～５億円」、「50～100 億円」の階層で低下した。 

これを資産区分別にみると、「事業用資産」では平成 27 年に比べ「２～５億円」、「50

～100 億円」で低下し、それ以外の階層では概ね上昇した。一方、「棚卸資産」では平成

27 年に比べ「５～10 億円未満」、「50～100 億円」で低下し、それ以外の階層では上昇し

た。（統計表１－１） 

 

図３ 資本金別の資産区分別土地所有率（平成 27～28 年） 
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本所・本社・本店（以下「本社」という）敷地の所有状況をみると、本社敷地を「単

独所有」している法人数の割合は 36.6％、「他の法人と共有」している法人数の割合は

3.2％、本社敷地を「所有していない」法人数の割合は 60.2％となっている。（統計表１

－４、１－５） 

 

図４ 本社敷地所有者の状況別法人数・割合 
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２ 所有土地面積の状況 

平成 28 年１月１日時点における資本金１億円以上の会社法人が所有する土地の総面

積は約 101 億 2200 万㎡で、平成 27 年に比べ約 1,200 万㎡（0.1％）増加した。 

これを資産区分別にみると、「事業用資産」が約 98 億 7600 万㎡（法人総面積の 97.6％）

で、平成 27 年に比べ約 4,100 万㎡（0.4％）増加、「棚卸資産」が２億 4600 万㎡（同 2.4％）

で、約 2,900 万㎡（10.6％）減少した。 

また、１法人当たりの面積は 55.0 万㎡で、平成 27 年に比べ 0.6 万㎡（1.1％）減少し

た。これを資産区分別にみると、「事業用資産」が 54.3 万㎡で、平成 27 年に比べ 0.3 万

㎡（0.5％）減少、「棚卸資産」が 13.5 万㎡で、2.5 万㎡（15.6％）減少した。（統計表

２－１） 

 

表２ 資産区分別面積・割合（平成 27～28 年） 

 

 

 

これを業種別にみると、「事業用資産」では、「パルプ・紙・紙加工品製造業」が約 24

億 9800 万㎡と最も大きく、平成 27 年に比べ約 1,400 万㎡（0.6％）減少した。次いで「そ

の他製造業」が約 18 億 3600 万㎡、「卸売業」が約 10 億 6800 万㎡となっており、これら

上位３業種で「事業用資産」総面積の 54.7％と半数以上を占めている。一方、「棚卸資

産」では、「不動産業（賃貸を含む）」が約 7,900 万㎡と最も大きく、平成 27 年に比べ約

1,000 万㎡（11.5％）減少した。次いで「建設業」が約 7,800 万㎡、「運輸業・通信業」

が約 3,500 万㎡となっており、これら上位３業種で「棚卸資産」総面積の約８割を占め

ている。（統計表２－１） 

  

（単位）法人数：法人、面積：万㎡、割合：％

H27 H28 H27 H28 H27 H28 H27 H28

計 18,186 18,389 1,011,019 1,012,206 100.0 100.0 55.6 55.0

事 業 用 資 産 18,004 18,195 983,508 987,607 97.3 97.6 54.6 54.3

棚 卸 資 産 1,718 1,817 27,510 24,600 2.7 2.4 16.0 13.5

　注：１　この表は、所有土地の面積について回答のあった法人のみを集計している。

　　　２　「事業用資産」と「棚卸資産」の法人数については重複回答がある。

１法人当たりの面積
資産区分

（２区分）

法 人 数 面 積 面 積 割 合
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図５ 業種別の資産区分別面積（平成 27～28 年） 

 

 

資本金別にみると、「事業用資産」、「棚卸資産」ともに「100 億円以上」が最も面積が

大きくなっており、それぞれ「事業用資産」総面積の 62.6％、「棚卸資産」総面積の 40.6％

を占めている。「事業用資産」では、平成 27 年に比べ約 3,600 万㎡（0.6％）減少、「棚

卸資産」では、約 3,100 万㎡（23.6％）減少した。（統計表２－１） 

 

表３ 資産区分別の資本金別面積（平成 27～28 年） 
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注： （ ）内の数字は、「事業用資産」と「棚卸資産」の合計土地面積（単位：万㎡）である。

（単位）面積：万㎡

H27 H28 H27 H28 H27 H28

計 1,011,019 1,012,206 983,508 987,607 27,510 24,600

１億円以上～ ２億円未満 126,388 139,675 120,964 133,107 5,424 6,568

２億円　　～ ５億円 120,927 118,006 117,733 115,266 3,194 2,740

５億円　　～ 10億円 17,424 18,479 17,087 18,044 338 436

10億円　　～ 20億円 26,283 26,517 24,229 24,545 2,054 1,972

20億円　　～ 50億円 45,040 40,308 42,480 38,143 2,559 2,166

50億円　　～100億円 40,448 41,411 39,590 40,686 858 725

100億円以上 634,509 627,810 621,425 617,816 13,084 9,994

不明 - - - - - -

資 本 金　（７区分）

総 数 事 業 用 資 産 棚 卸 資 産
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法人が所有している土地の面積を所在地（地域区分）別にみると、「北海道」が約 33

億 900 万㎡（全面積の 32.7％）と最も大きく、平成 27 年に比べ約 6,800 万㎡（2.1％）

増加した。次いで「関東・甲信」が約 20 億 8600 万㎡（同 20.6％）となっており、これ

ら上位２地域で法人総面積の半数程度を占めている。 

これを資産区分別にみると、「事業用資産」では、「北海道」が約 32 億 4300 万㎡（全

面積の 32.8％）と最も大きく、次いで「関東・甲信」が約 20 億 1700 万㎡となっており、

これら上位２地域で「事業用資産」総面積の半数程度を占めている。一方、「棚卸資産」

では、「関東・甲信」が約 6,900 万㎡（全面積の 28.0％）と最も大きく、次いで「北海

道」が約 6,600 万㎡となっており、これら上位２地域で「棚卸資産」総面積の半数程度

を占めている。（統計表１－２） 

 

表４ 地域区分別の資産区分別面積・割合（平成 27～28 年） 

 

 

 

 

 

  

（単位）面積：万㎡、割合：％

H27 H28 H27 H28 H27 H28 H27 H28 H27 H28 H27 H28

計 1,011,019 1,012,206 983,508 987,607 27,510 24,600 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

北海道 324,121 330,874 318,369 324,278 5,752 6,596 32.1 32.7 32.4 32.8 20.9 26.8

東北 82,383 78,279 79,604 76,067 2,779 2,213 8.1 7.7 8.1 7.7 10.1 9.0

関東・甲信 183,682 208,645 176,079 201,746 7,603 6,899 18.2 20.6 17.9 20.4 27.6 28.0

東海 82,201 90,939 80,049 90,179 2,152 761 8.1 9.0 8.1 9.1 7.8 3.1

北陸 38,738 40,833 38,387 40,503 351 329 3.8 4.0 3.9 4.1 1.3 1.3

近畿 89,062 92,773 85,262 89,541 3,800 3,232 8.8 9.2 8.7 9.1 13.8 13.1

中国 51,023 55,708 49,355 54,328 1,667 1,379 5.0 5.5 5.0 5.5 6.1 5.6

四国 37,150 36,468 36,991 36,321 159 147 3.7 3.6 3.8 3.7 0.6 0.6

九州・沖縄 68,776 70,039 66,591 68,067 2,185 1,973 6.8 6.9 6.8 6.9 7.9 8.0

不明 53,819 7,585 52,767 6,517 1,051 1,067 5.3 0.7 5.4 0.7 3.8 4.3

　注：　総数には資産区分不詳を含む。

土地所在地（地域区分）
（９区分）

面 積 割 合

総 数 事 業 用 資 産 棚 卸 資 産 総 数 事 業 用 資 産 棚 卸 資 産
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３ 土地の購入・売却の状況 

（１）土地を購入・売却した法人数 

平成 27 年１月１日から 12 月 31 日までの１年間に、資本金１億円以上の会社法人が土

地の購入または売却を行った移動区分別に法人数をみると、土地を購入した法人が 2,650

法人（全法人数３万 1152 法人の 8.5％）で、平成 27 年に比べ 61 法人（2.3％）減少、

土地を売却した法人は 2,896 法人（同 9.3％）で、45 法人（1.6％）増加した。 

これを資産区分別にみると、土地を購入した法人では「事業用資産」が 2,329 法人（購

入土地全法人数の 87.9％）で、平成 27 年に比べ 72 法人（3.0％）減少、「棚卸資産」が

464 法人（同 17.5％）で、４法人（0.9％）減少した。また、土地を売却した法人では「事

業用資産」が 2,392法人（売却土地全法人数の 82.6％）で、平成 27年に比べ 3法人（0.1％）

減少、「棚卸資産」が 692 法人（同 23.9％）で、46 法人（7.1％）増加した。（統計表３

－７） 

 

表５ 資産区分別の移動区分別法人数・割合（平成 27～28 年） 

 

 

（２）購入・売却した土地の面積 

平成 27 年１月１日から 12 月 31 日までの１年間に、資本金１億円以上の会社法人が購

入または売却した移動区分別に土地の面積をみると、購入土地面積が約 6,400 万㎡（全

面積約 101 億 2200 万㎡の 0.6％）で、平成 27 年に比べ約 2,500 万㎡（28.4％）減少、

売却土地面積が約 7,500 万㎡（同 0.7％）で、約１億 500 万㎡（58.4％）減少した。 

これを資産区分別にみると、購入土地面積では「事業用資産」が約 4,700 万㎡（購入

土地総面積の 74.3％）となっており、平成 27 年に比べ約 1,500 万㎡（24.0％）減少、「棚

卸資産」が約 1,600 万㎡（同 25.7％）で、約 1,000 万㎡（38.6％）減少した。売却土地

面積では「事業用資産」が約 4,800 万㎡（売却土地総面積の 64.5％）で、平成 27 年に

比べ約 9,100 万㎡（65.3％）減少、「棚卸資産」が約 2,600 万㎡（同 35.5％）で、約 1,400

万㎡（34.8％）減少した。（統計表３－１） 

 

表６ 資産区分別の移動区分別面積・割合（平成 27～28 年） 

 

 

（単位）法人数：法人、割合：％

H27 H28 H27 H28 H27 H28 H27 H28

計 2,711 2,650 100.0 100.0 2,851 2,896 100.0 100.0

事 業 用 資 産 2,401 2,329 88.6 87.9 2,395 2,392 84.0 82.6

棚 卸 資 産 468 464 17.3 17.5 646 692 22.7 23.9

　注：　「事業用資産」と「棚卸資産」については重複回答がある。

購 入 土 地 売 却 土 地

法 人 数 割 合 法 人 数 割 合資産区分
（２区分）

（単位）面積：万㎡、割合：％

H27 H28 H27 H28 H27 H28 H27 H28

計 8,870 6,352 100.0 100.0 17,932 7,466 100.0 100.0

事 業 用 資 産 6,211 4,721 70.0 74.3 13,874 4,819 77.4 64.5

棚 卸 資 産 2,660 1,632 30.0 25.7 4,058 2,647 22.6 35.5

購 入 土 地 売 却 土 地

面 積 割 合 面 積 割 合資産区分
（２区分）

9



業種別に面積をみると、「事業用資産」の購入土地面積では「その他製造業」が約 1,300

万㎡と最も大きく、平成 27 年に比べ約 600 万㎡（31.0％）減少した。次いで「運輸業・

通信業」が約 900 万㎡、「不動産業（賃貸を含む）」が約 700 万㎡となっており、これら

上位３業種で「事業用資産」購入土地総面積の約６割を占めている。一方、「棚卸資産」

の購入土地面積では「不動産業（賃貸を含む）」が約 1,200 万㎡と最も大きく、平成 27

年に比べ約 400 万㎡（23.6％）減少した。次いで「建設業」が約 300 万㎡となっており、

これら上位２業種で「棚卸資産」購入土地総面積の 95.7％と大半を占めている。（統計

表３－４） 

 

図６ 業種別の資産区分別購入土地面積（平成 27～28 年） 

 

 

また、「事業用資産」の売却土地面積では「その他製造業」が約 1,200 万㎡と最も大き

く、平成 27 年に比べ約 4,000 万㎡（76.2％）減少した。次いで「運輸業・通信業」が約

900 万㎡、「飲食業、サービス業」が約 800 万㎡となっており、これら上位３業種で「事

業用資産」売却土地総面積の約６割を占めている。一方、「棚卸資産」の売却土地面積で

は「不動産業（賃貸を含む）」が約 1,100 万㎡と最も大きく、平成 27 年に比べ約 1,300

万㎡（54.3％）減少した。次いで「建設業」、「運輸業・通信業」ともに約 600 万㎡とな

っており、これら上位３業種で「棚卸資産」売却土地総面積の約９割を占めている。（統

計表３－４） 
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31

14

19
52

1,822
1,258

192
174

280
141

33

34

1,405
713

395
899

247
227

797
678

0
0

0
0

683
322

0

0

0
0

248
3

60
24

1
1

4

3

1,622
1,240

20
11

0
0

21
28

0
0

0 1,000 2,000 3,000 4,000

H27(185)
H28(79)

H27(1,488)
H28(774)

H27(31)
H28(14)

H27(19)
H28(52)

H27(2,071)
H28(1,262)

H27(252)
H28(198)

H27(281)
H28(143)

H27(37)
H28(37)

H27(3,027)
H28(1,953)

H27(415)
H28(910)

H27(247)
H28(227)

H27(818)
H28(706)

H27(‐)
H28(‐)

（万㎡）

事業用資産 棚卸資産
農林漁業、鉱業

建設業

パルプ・紙・紙加工品製造業

鉄鋼業・非鉄金属製造業

その他製造業

卸売業

小売業

金融業、保険業

不動産業（賃貸を含む）

運輸業・通信業

電気業・ガス業・熱供給業・水道業

飲食業、サービス業

不明

注： （ ）内の数字は、「事業用資産」と「棚卸資産」の合計土地面積（単位：万㎡）である。
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図７ 業種別の資産区分別売却土地面積（平成 27～28 年） 

 

 

資本金別の面積をみると、「事業用資産」の購入土地面積では「100 億円以上」が約 1,200

万㎡と最も大きく、平成 27 年に比べ約 400 万㎡（23.5％）減少した。次いで「１～２億

円未満」が約 1,200 万㎡、「２～５億円」が約 1,100 万㎡となっており、これら上位３業

種で「事業用資産」購入土地総面積の約７割を占めている。一方、「棚卸資産」の購入土

地面積は「20～50 億円」が約 600 万㎡と最も大きく、平成 27 年に比べ約 300 万㎡（2.1

倍）増加した。次いで「100 億円以上」が約 500 万㎡、「２～５億円」が約 200 万㎡とな

っており、これら上位３業種で「棚卸資産」購入土地総面積の約８割を占めている。（統

計表３－４） 
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4
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24

0
0

0 2,000 4,000 6,000 8,000

H27(156)
H28(6)

H27(1,639)
H28(1,274)

H27(108)
H28(173)

H27(57)
H28(38)

H27(5,267)
H28(1,448)

H27(721)
H28(613)

H27(88)
H28(149)

H27(321)
H28(99)

H27(2,935)
H28(1,332)

H27(514)
H28(1,446)

H27(54)
H28(86)

H27(6,071)
H28(801)

H27(‐)
H28(‐)

（万㎡）

事業用資産 棚卸資産
農林漁業、鉱業

建設業

パルプ・紙・紙加工品製造業

鉄鋼業・非鉄金属製造業

その他製造業

卸売業

小売業

金融業、保険業

不動産業（賃貸を含む）

運輸業・通信業

電気業・ガス業・熱供給業・水道業

飲食業、サービス業

不明

注： （ ）内の数字は、「事業用資産」と「棚卸資産」の合計土地面積（単位：万㎡）である。
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図８ 資本金別の資産区分別購入土地面積（平成 27～28 年） 

 

 

また、「事業用資産」の売却土地面積では「100 億円以上」が約 2,400 万㎡と最も大き

く、平成 27 年に比べ約 1,300 万㎡（34.6％）減少し、次いで「１～２億円未満」が約 900

万㎡となっており、これら上位２区分で「事業用資産」売却土地総面積の約７割を占め

ている。一方、「棚卸資産」の売却土地面積も「100 億円以上」が約 1,400 万㎡と最も大

きく、平成 27 年に比べ約 400 万㎡（37.3％）増加し、次いで「20～50 億円」が約 400

万㎡となっており、これら上位２区分で「棚卸資産」売却土地総面積の約７割を占めて

いる。（統計表３－４） 
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1,188

2,110

1,104

520

97
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208

236

530

193

389

1,575

1,205

0

0

1,271

147

445

229

64

97

76

107

259

554

37

49

508

448

0

0

0 1,000 2,000 3,000 4,000

H27(2,680)

H28(1,335)

H27(2,556)

H28(1,333)

H27(585)

H28(194)

H27(243)

H28(315)

H27(494)

H28(1,084)

H27(229)

H28(437)

H27(2,083)

H28(1,654)

H27(‐)

H28(‐)

（万㎡）

事業用資産 棚卸資産

１～２億円未満

２～５億円

５～10億円

10～20億円

20～50億円

50～100億円

100億円以上

不明

注： （ ）内の数字は、「事業用資産」と「棚卸資産」の合計土地面積（単位：万㎡）である。
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図９ 資本金別の資産区分別売却土地面積（平成 27～28 年） 

 

 

（３）購入・売却した土地の帳簿価格 

平成 27 年１月１日から 12 月 31 日までの１年間に、資本金１億円以上の会社法人が購

入または売却した移動区分別に土地の帳簿価格をみると、購入が約４兆 4200 億円で、平

成 27 年に比べ約 900 億円（2.1％）減少、売却が約３兆 6800 億円で約 1,300 億円（3.8％）

増加した。 

これを資産区分別にみると、購入土地帳簿価格では「事業用資産」が約２兆 1100 億円

（購入土地帳簿価格総額の 47.7％）で、平成 27 年に比べ約 2,200 億円（9.6％）減少、

「棚卸資産」が約２兆 3100 億円（同 52.3％）で約 1,300 億円（6.0％）増加した。売却

土地帳簿価格では「事業用資産」が約１兆 1500 億円（売却土地帳簿価格総額の 31.1％）

で、平成 27 年に比べ 1,800 億円（13.6％）減少、「棚卸資産」は約２兆 5400 億円（同

68.9％）で、3,200 億円（14.2％）増加した。（統計表３－２） 
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220

233
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3,705

2,424
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2,111

202

272

247
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169

146
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400

88

113

1,050

1,442

0

0

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000

H27(2,985)

H28(1,093)

H27(4,679)

H28(791)

H27(3,996)

H28(174)

H27(749)

H28(614)

H27(516)

H28(632)

H27(252)

H28(296)

H27(4,756)

H28(3,866)

H27(‐)

H28(‐)

（万㎡）

事業用資産 棚卸資産
１～２億円未満

２～５億円

５～10億円

10～20億円

20～50億円

50～100億円

100億円以上

不明

注： （ ）内の数字は、「事業用資産」と「棚卸資産」の合計土地面積（単位：万㎡）である。
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表７ 資産区分別の移動区分別帳簿価格・割合（平成 27～28 年） 

 

 

業種別に帳簿価格をみると、「事業用資産」の購入土地帳簿価格では「不動産業（賃貸

を含む）」が約 8,500 億円と最も高く、平成 27 年に比べ約 2,300 億円減少した。次いで

「運輸業・通信業」が約 4,000 億円となっており、これら上位２業種で「事業用資産」

購入土地帳簿価格総額の約６割を占めている。一方、「棚卸資産」の購入土地帳簿価格で

も「不動産業（賃貸を含む）」が約１兆 9900 億円と最も高く、平成 27 年に比べ約 1,100

億円増加した。次いで「建設業」が約 2,300 億円となっており、これら上位２業種で「棚

卸資産」購入土地帳簿価格総額の 96.4％と大半を占めている。（統計表３－５） 

 

図 10 業種別の資産区分別購入土地帳簿価格（平成 27～28 年） 

 

 

また、「事業用資産」の売却土地帳簿価格では「不動産業（賃貸を含む）」が約 2,800

億円と最も高く、平成 27 年に比べ約 1,300 億円減少した。次いで「その他製造業」が約

2,700 億円となっており、これら上位２業種で「事業用資産」売却土地帳簿価格総額の

半数程度を占めている。一方、「棚卸資産」の売却土地帳簿価格でも「不動産業（賃貸を

含む）」が約２兆 600 億円と最も高く、平成 27 年に比べ約 3,900 億円増加した。次いで

（単位）帳簿価格：百万円、割合：％

H27 H28 H27 H28 H27 H28 H27 H28

計 4,509,282 4,415,985 100.0 100.0 3,547,724 3,682,317 100.0 100.0

事 業 用 資 産 2,333,236 2,108,525 51.7 47.7 1,326,964 1,146,141 37.4 31.1

棚 卸 資 産 2,176,046 2,307,460 48.3 52.3 2,220,760 2,536,175 62.6 68.9

購 入 土 地 売 却 土 地

帳 簿 価 格 割 合 帳 簿 価 格 割 合資産区分
（２区分）

513
1,720

131,511

95,650

4,985
2,027

2,417
4,168

249,656
169,945

89,924
81,937

241,651
122,707

245,377
99,624

1,087,701
854,606

139,037

400,569

18,720
8,435

121,744
267,138

0
0

0
0

185,307

231,801

0

0

0
0

4,318

2,909

65,728
35,603

313
775

12,949
4,185

1,884,189
1,992,418

19,544
23,210

0
0

3,698
16,559

0
0

0 500,000 1,000,000 1,500,000 2,000,000 2,500,000 3,000,000

H27(513)
H28(1,720)

H27(316,818)
H28(327,451)

H27(4,985)
H28(2,027)

H27(2,417)
H28(4,168)

H27(253,973)
H28(172,854)

H27(155,652)
H28(117,540)

H27(241,963)
H28(123,482)

H27(258,326)
H28(103,809)

H27(2,971,890)
H28(2,847,024)

H27(158,581)
H28(423,779)

H27(18,720)
H28(8,435)

H27(125,442)
H28(283,697)

H27(‐)
H28(‐)

（百万円）

事業用資産 棚卸資産
農林漁業、鉱業

建設業

パルプ・紙・紙加工品製造業

鉄鋼業・非鉄金属製造業

その他製造業

卸売業

小売業

金融業、保険業

不動産業（賃貸を含む）

運輸業・通信業

電気業・ガス業・熱供給業・水道業

飲食業、サービス業

不明

注： （ ）内の数字は、「事業用資産」と「棚卸資産」の合計土地面積（単位：万㎡）である。
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「建設業」が約 2,800 億円となっており、これら上位２業種で「棚卸資産」売却土地帳

簿価格総額の約９割を占めている。（統計表３－５） 

 

図 11 業種別の資産区分別売却土地帳簿価格（平成 27～28 年） 

 

 

（４）購入・売却した土地の売買区画数 

平成 27 年１月１日から 12 月 31 日までの１年間に、資本金１億円以上の会社法人が購

入または売却した移動区分別に土地の売買区画数をみると、購入が約５万 3300 区画で、

平成 27 年に比べ約 5,800 区画増加した。売却が約６万 8400 区画で約１万 1800 区画増加

した。 

これを資産区分別にみると、購入土地区画数では「事業用資産」が約１万 3200 区画（購

入土地総区画数の 24.8％）で、平成 27 年に比べ約 4,500 区画増加、「棚卸資産」が約４

万 100 区画（同 75.2％）で、約 1,300 区画増加した。売却土地区画数では「事業用資産」

が約 9,500 区画（売却土地総区画数の 13.8％）で、平成 27 年に比べ約 1,500 区画増加、

「棚卸資産」が約５万 8900 区画（同 86.2％）で、約１万 200 区画増加した。（統計表３

－３） 
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135,991

114,126

411,361
277,343
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108,632

19,457
6,256

124,154

114,559

0
0

0
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328,440

280,823
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0
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4,842
21,287

94,391
80,085
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2,370

17,602

17,200

1,671,308
2,063,611

98,129

58,785

57
0

5,193

11,286

0
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0 500,000 1,000,000 1,500,000 2,000,000 2,500,000

H27(949)
H28(453)

H27(365,830)
H28(335,188)

H27(1,594)
H28(1,180)

H27(27,878)
H28(3,096)

H27(202,895)
H28(293,130)

H27(237,167)
H28(173,086)

H27(147,543)
H28(104,388)

H27(153,593)
H28(131,326)

H27(2,082,668)
H28(2,340,954)

H27(178,744)
H28(167,418)

H27(19,514)
H28(6,256)

H27(129,347)
H28(125,845)

H27(‐)
H28(‐)

（百万円）

事業用資産 棚卸資産
農林漁業、鉱業

建設業

パルプ・紙・紙加工品製造業

鉄鋼業・非鉄金属製造業

その他製造業

卸売業

小売業

金融業、保険業

不動産業（賃貸を含む）

運輸業・通信業

電気業・ガス業・熱供給業・水道業

飲食業、サービス業

不明

注： （ ）内の数字は、「事業用資産」と「棚卸資産」の合計土地面積（単位：万㎡）である。
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表８ 資産区分別の移動区分別売買区画数・割合（平成 27～28 年） 

 

 

４ 利用・未利用の状況 

平成 28 年１月１日時点における資本金１億円以上の会社法人が所有する土地の利用

状況をみると、利用地面積が約 95 億 1100 万㎡（法人総面積の 94.0％）で、平成 27 年

に比べ 3,400 万㎡（0.4％）増加した。未利用地面積が約６億 1100 万㎡（同 6.0％）で、

約 2,200 万㎡（3.5％）減少した。 

これを資産区分別に所有する土地の利用状況をみると、「事業用資産」では利用地面積

が約 93 億 5100 万㎡（「事業用資産」総面積の 94.7％）で、平成 27 年に比べ約 2,800 万

㎡（0.3％）増加、未利用地面積が約５億 2500 万㎡（同 5.3％）で、約 1,300 万㎡（2.6％）

増加した。一方、「棚卸資産」では利用地面積が約１億 6000 万㎡（「棚卸資産」総面積の

65.2％）で、平成 27 年に比べ約 600 万㎡（4.0％）増加、未利用地面積が約 8,600 万㎡

（同 34.8％）で約 3,500 万㎡（29.2％）減少した。（統計表４－１） 

 

表９ 所有土地の利用状況別の資産区分別面積・割合（平成 27～28 年） 

 

 

業種別に未利用地面積をみると、「事業用資産」では「その他製造業」が約１億 7400

万㎡と最も大きく、平成 27 年に比べ約 800 万㎡（4.4％）減少した。次いで「飲食業、

サービス業」が約 9,500 万㎡、「卸売業」が約 7,300 万㎡となっており、これら上位３業

種で「事業用資産」未利用地総面積の３分の２を占めている。一方、「棚卸資産」では「不

動産業（賃貸を含む）」が約 2,500 万㎡と最も大きく、平成 27 年に比べ約 400 万㎡（12.9％）

減少した。次いで「運輸業・通信業」が約 2,400 万㎡、「建設業」が 1,500 万㎡となって

おり、これら上位３業種で「棚卸資産」未利用地総面積の約７割を占めている。（統計表

４－２） 

 

  

（単位）区画数：区画、割合：％

H27 H28 H27 H28 H27 H28 H27 H28

計 47,535 53,321 100.0 100.0 56,621 68,375 100.0 100.0

事 業 用 資 産 8,729 13,242 18.4 24.8 7,931 9,468 14.0 13.8

棚 卸 資 産 38,806 40,078 81.6 75.2 48,690 58,907 86.0 86.2

購 入 土 地 売 却 土 地

区 画 数 割 合 区 画 数 割 合資産区分
（２区分）

（単位）面積：万㎡、割合：％

H27 H28 H27 H28 H27 H28 H27 H28 H27 H28 H27 H28

計 1,011,019 1,012,206 983,508 987,607 27,510 24,600 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

利 用 947,694 951,099 932,280 935,063 15,414 16,036 93.7 94.0 94.8 94.7 56.0 65.2

未 利 用 63,325 61,108 51,228 52,543 12,097 8,564 6.3 6.0 5.2 5.3 44.0 34.8

所有土地の
利用状況

（２区分）

面 積 割 合

総 数 事 業 用 資 産 棚 卸 資 産 総 数 事 業 用 資 産 棚 卸 資 産
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図 12 業種別の資産区分別未利用地面積（平成 27～28 年） 

 

 

これを、業種別に所有土地総面積に対する未利用地面積の割合でみると、「事業用資産」

では「不動産業（賃貸を含む）」が 13.4％と最も高く、次いで「飲食業､サービス業」が

12.4％、「その他製造業」が 9.5％となっている。「棚卸資産」では「運輸業・通信業」

が 68.9％と最も高く、次いで、「パルプ･紙･紙加工品製造業」が 63.7％、「卸売業」が

52.7％となっている。（統計表４－３） 

 

表 10 業種別の資産区分別未利用地面積・割合（平成 28 年） 

 

 

資本金別に未利用地面積をみると、「事業用資産」では「100 億円以上」が約１億 6900

万㎡と最も大きく、平成 27 年に比べ約 700 万㎡（4.0％）増加した。次いで「１～２億円

未満」が約１億 3700 万㎡、「２～５億円」が約 8,100 万㎡となっており、これら上位３区

分で「事業用資産」未利用地総面積の約７割を占めている。「棚卸資産」でも「100 億円

711
1,429

3,497
2,996

2,268
1,986

1,116
1,571

18,205
17,404

7,274
7,336

537
514

325

157

3,276
5,149

4,853
3,163

439
1,368

8,728
9,468

0
0

0

1

2,398
1,525

9
9

12
12

728

469

1,587
1,171

66
6

122

223

2,817
2,455

4,202
2,434

0

0

157
260

0
0

0 5,000 10,000 15,000 20,000

H27(711)
H28(1,430)

H27(5,894)
H28(4,521)

H27(2,278)
H28(1,996)

H27(1,128)
H28(1,583)

H27(18,933)
H28(17,873)

H27(8,860)
H28(8,507)

H27(603)
H28(520)

H27(446)
H28(381)

H27(6,093)
H28(7,604)

H27(9,055)
H28(5,597)

H27(439)
H28(1,368)

H27(8,885)
H28(9,728)

H27(‐)
H28(‐)

（万㎡）

事業用資産 棚卸資産
農林漁業、鉱業

建設業

パルプ・紙・紙加工品製造業

鉄鋼業・非鉄金属製造業

その他製造業

卸売業

小売業

金融業、保険業

不動産業（賃貸を含む）

運輸業・通信業

電気業・ガス業・熱供給業・水道業

飲食業、サービス業

不明

注： （ ）内の数字は、「事業用資産」と「棚卸資産」の合計土地面積（単位：万㎡）である。

（単位）面積：万㎡、割合：％

未利 用地 未利 用地 未利 用地

計 1,012,206 61,108 6.0 987,607 52,543 5.3 24,600 8,564 34.8

農林漁業、鉱業 45,376 1,430 3.2 45,369 1,429 3.1 7 1 13.3

建設業 72,875 4,521 6.2 65,081 2,996 4.6 7,794 1,525 19.6

パルプ･紙･紙加工品製造業 249,788 1,996 0.8 249,773 1,986 0.8 15 9 63.7

鉄鋼業･非鉄金属製造業 23,265 1,583 6.8 23,133 1,571 6.8 132 12 8.8

その他製造業 184,863 17,873 9.7 183,580 17,404 9.5 1,283 469 36.5

卸売業 109,036 8,507 7.8 106,813 7,336 6.9 2,223 1,171 52.7

小売業 9,699 520 5.4 9,601 514 5.4 98 6 6.2

金融業､保険業 3,807 381 10.0 3,225 157 4.9 583 223 38.4

不動産業（賃貸を含む） 46,482 7,604 16.4 38,556 5,149 13.4 7,926 2,455 31.0

運輸業･通信業 92,772 5,597 6.0 89,239 3,163 3.5 3,533 2,434 68.9

電気業･ガス業･熱供給業･水道業 96,798 1,368 1.4 96,798 1,368 1.4 0 - -

飲食業､サービス業 77,446 9,728 12.6 76,439 9,468 12.4 1,007 260 25.8

不明 - - - - - - - - -

法 人 業 種　（12区分）

総 数 事 業 用 資 産 棚 卸 資 産

面 積
未利 用地
の 割 合

面 積
未利 用地
の 割 合

面 積
未利 用地
の 割 合
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以上」が 5,300 万㎡と最も大きく、平成 27 年に比べ 1,200 万㎡（19.1％）減少した。次

いで「１～２億円未満」が約 1,500 万㎡、「２～５億円」が約 600 万㎡となっており、こ

れら上位３区分で「棚卸資産」未利用地総面積の約９割を占めている。（統計表４－３） 

 

図 13 資本金別の資産区分別未利用地面積（平成 27～28 年） 

 

 

これを資本金別に所有土地総面積に対する未利用地面積の割合でみると、「事業用資産」

では「10～20 億円」が 23.1％と最も高く、次いで「５～10 億円」が 11.2％、「１～２億

円未満」が 10.3％となっている。「棚卸資産」では「100 億円以上」が 53.0％と最も高

く、次いで「10～20 億円」が 24.0％、「２～５億円」が 23.7％となっている。（統計表

４－３） 

 

表 11 資本金別の資産区分別未利用地面積・割合（平成 28 年） 

    

12,019

13,716

8,759

8,052

2,022

2,030

5,535

5,675

4,854

3,845

1,761

2,292

16,279

16,934

0

0

1,304

1,481

1,320

649

139

95

1,255

473

1,174

454

360

115

6,545

5,297

0

0

0 5,000 10,000 15,000 20,000 25,000

H27(13,323)

H28(15,197)

H27(10,079)

H28(8,701)

H27(2,160)

H28(2,125)

H27(6,790)

H28(6,148)

H27(6,027)

H28(4,298)

H27(2,121)

H28(2,407)

H27(22,824)

H28(22,231)

H27(‐)

H28(‐)

（万㎡）

事業用資産 棚卸資産
１～２億円未満

２～５億円

５～10億円

10～20億円

20～50億円

50～100億円

100億円以上

不明

注： （ ）内の数字は、「事業用資産」と「棚卸資産」の合計土地面積（単位：万㎡）である。

（単位）面積：万㎡、割合：％

未利 用地 未利 用地 未利 用地

計 1,012,206 61,108 6.0 987,607 52,543 5.3 24,600 8,564 34.8

１億円以上～ ２億円未満 139,675 15,197 10.9 133,107 13,716 10.3 6,568 1,481 22.6

２億円　　～ ５億円 118,006 8,701 7.4 115,266 8,052 7.0 2,740 649 23.7

５億円　　～ 10億円 18,479 2,125 11.5 18,044 2,030 11.2 436 95 21.8

10億円　　～ 20億円 26,517 6,148 23.2 24,545 5,675 23.1 1,972 473 24.0

20億円　　～ 50億円 40,308 4,298 10.7 38,143 3,845 10.1 2,166 454 21.0

50億円　　～100億円 41,411 2,407 5.8 40,686 2,292 5.6 725 115 15.9

100億円以上 627,810 22,231 3.5 617,816 16,934 2.7 9,994 5,297 53.0

不明 - - - - - - - - -

資 本 金　（７区分）

総 数 事 業 用 資 産 棚 卸 資 産

面 積
未利 用地
の 割 合

面 積
未利 用地
の 割 合

面 積
未利 用地
の 割 合
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圏域区分別に未利用地面積をみると、三大都市圏が約１億 300 万㎡（未利用地総面積

の 16.9％）で、平成 27 年に比べ約 1,400 万㎡（11.8％）減少した。地方圏が約５億 600

万㎡（同 82.8％）で約 900 万㎡（1.8％）減少した。 

これを資産区分別にみると、「事業用資産」では、三大都市圏が約 8,100 万㎡（「事業

用資産」未利用地総面積の 15.3％）で、平成 27 年に比べ約 400 万㎡（4.6％）増加、地

方圏が約４億 4500 万㎡（同 84.7％）で、約 1,000 万㎡（2.2％）増加した。一方、「棚

卸資産」では、三大都市圏が約 2,300 万㎡（「棚卸資産」未利用地総面積の 26.6％）で、

平成 27 年に比べ約 1,700 万㎡（43.3％）減少、地方圏が約 6,100 万㎡（同 71.5％）で、

約 1,900 万㎡（23.3％）減少した。（統計表４－４）」 

 

図 14 圏域区分別の資産区分別未利用地面積（平成 27～28 年） 

 

 

また、圏域区分別に所有土地総面積に対する未利用地面積の割合をみると、「事業用資

産」、「棚卸資産」ともに三大都市圏と地方圏は同程度となっている。（統計表４－４） 

 

表 12 圏域区分別の資産区分別未利用地面積・割合（平成 28 年） 

  

 

 

7,695

8,050

3,365

3,094

2,708

3,064

1,621

1,892

43,522

44,483

2

4

4,014

2,274

1,081

678

1,472

185

1,460

1,411

7,992

6,127

92

165

0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000 60,000

H27(11,709)

H28(10,324)

H27(4,447)

H28(3,772)

H27(4,181)

H28(3,249)

H27(3,082)

H28(3,303)

H27(51,514)

H28(50,610)

H27(94)

H28(168)

（万㎡）

事業用資産 棚卸資産三大都市圏計

東京圏

名古屋圏

大阪圏

地方圏

不明

注： （ ）内の数字は、「事業用資産」と「棚卸資産」の合計土地面積（単位：万㎡）である。

（単位）面積：万㎡、割合：％

未利 用地 未利 用地 未利 用地

計 1,012,206 61,108 6.0 987,607 52,543 5.3 24,600 8,564 34.8

三大都市圏計 164,426 10,324 6.3 158,041 8,050 5.1 6,385 2,274 35.6

東京圏 64,317 3,772 5.9 60,703 3,094 5.1 3,614 678 18.7

名古屋圏 50,309 3,249 6.5 49,682 3,064 6.2 627 185 29.4

大阪圏 49,801 3,303 6.6 47,657 1,892 4.0 2,144 1,411 65.8

地方圏 840,132 50,610 6.0 822,988 44,483 5.4 17,143 6,127 35.7

不明 7,585 168 2.2 6,517 4 0.1 1,067 165 15.4

土 地 所 在 地
（圏 域 区 分）

（６区分）

総 数 事 業 用 資 産 棚 卸 資 産

面 積
未利 用地
の 割 合

面 積
未利 用地
の 割 合

面 積
未利 用地
の 割 合

19





第 1面 

土地を所有していない 

 

 

 

 

 

土地を所有している 

 

 

 

 
 

ご所属課名                                記入者ご氏名                                           

電話（代表）     －     －         （直通）     －     －         FAX     －     －         

１ 組織形態 

貴法人の組織形態について、当てはまる番号を回答欄 

に記入してください。 

２ 法人の名称 

名称が異なっている場合は訂正してください。 

 

 

３ 法人の本所・本社・本店の所在地 

所在地が異なっている場合は訂正してください。 

４ 資本金、出資金又は基金の額 

資本金、出資金又は基金の額について、当てはまる 

番号を回答欄に記入してください。 

５ 常用雇用者数 

支所・支社・支店を含めた貴法人全体の常用雇用者数 

（1ヶ月以上雇用しているパートタイマーも含みます。） 

について、当てはまる番号を回答欄に記入してください。

６ 業種 

支所・支社・支店を含めた貴法人全体の主な事業の種類について、 

「調査票の記入について」にある業種分類表により決定し、回答欄 

に記入してください。 

 
７ 支所・支社・支店の数 

支所・支社・支店の数を回答欄に記入してください。 

支所・支社・支店とは、法人の従業員が常駐して 

いるものをいい、営業所、出張所、工場、研究所や、 

従業員が常駐している倉庫、寮、有人駅なども含みます。 

土地の購入および 

売却をしていない 

８ 所有する土地の有無 

平成●●年 1 月 1 日現在で、土地 

を所有しているかどうかを記入 

してください。 

 

 

 

 

 

 

注：所有しているとは、貴法人名義 

の土地のことであり、借地権や関連 

会社名義の土地ではありません。 

注：信託されている土地については、 

その土地の信託受益権を有している 

法人の所有土地とします。 
→調査はこれで終わりです。 

土地の購入又は 

売却をした １０ 土地の購入・売却の有無 

平成●●年１月１日から平成●●年 12 月 31 日 

までの間に、土地の購入又は売却をしましたか。

 
 

 

注：この期間に行ったすべての土地の購入、売却

について回答してください。 

→ 第２面以降の記入を 

お願いします。 

 

→第４面の記入をお願い 

します。 

 

 

 一般統計調査         平成●●年1月1日現在で   で囲まれた部分を記入してください。 
 

平 成 ● ● 年  国 土 交 通 省 

  土 地 動 態 調 査  調 査 票 

 

 

 

Ⅰ 貴法人について 
 
 
 
 

 

 

 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 土地の所有状況について 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 株式会社（有限会社含む） 

2 合名会社・合資会社 

3 合同会社 

4 相互会社 

該当する 
番号を記入 

1 1～2億円未満 

2 2～5億円未満 

3 5～10億円未満 

4 10～20億円未満 

5 20～50億円未満 

6 50～100億円未満 

7 100億円以上 該当する 
番号を記入  

1 4人以下 

2 5～9人 

3 10～19人 

4 20～29人 

5 30～49人 

6 50～99人 

7 100～299人 

8 300～999人 

9 1,000～1,999人 

10 2,000～4,999人 

11 5,000人以上 

該当する 
番号を記入 

業種コード  業種名 

    

※上記業種が異なっている場合のみ、業種名及び業種コードを
訂正してください。 

支所・支社・支店が ある  
千 百 十 一

秘 （総務大臣承認）

（フリガナ） 

      

 

（法人番号） 

 

該当する方に 
✓印でチェック 
してください 

該当する方に 
✓印でチェック 
してください 

箇
所

支所・支社・支店が ない 

 本調査は、統計法に基づく一般統計調査です。秘密の保護には万全を期していますので、ありのままを記入してください。 

 ご記入にあたっては、同封した「調査票の記入について」を参照してください。 

 平成●●年8 月4 日までに着くように、返信用封筒に入れて投函してください。 

 本調査はオンラインでの回答も可能です。オンライン回答にあたっては、同封した「調査票の記入について」を参照してください。 

 

政府統計コード CVCL 

調査対象者ＩＤ ●●●●●●●●● 

確認コード ●●●●●●●● 

 

該当する方に 
✓印でチェック 
してください 

 

 

 

９ うち本所・本社・本店の敷地所有状況 

1 貴法人が単独で所有 

2 貴法人が他の法人・個人と共有 

3 貴法人以外が所有 

  

 

             

該当する 

番号を記入 

hamakado-k255
SAMPLE



第 2面 

Ⅲ 貴法人の所有する土地について 

１１ 貴法人の所有する土地の都道府県別資産別面積および未利用地の面積 

平成●●年１月１日現在において所有する土地の「都道府県別資産別面積」および「未利用地の面積」について記入してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

都道府県 

【事業用資産】（自社用等土地） 【たな卸資産】（販売を目的として所有する土地） 

面 積（千㎡） うち未利用地 面 積（千㎡） うち未利用地 

十
億 億 千

万 

百
万 

十
万 万 千

㎡ 

 
 
十
億 億 千

万 

百
万 

十
万 万 千

㎡ 

十
億 億 千

万 
百
万 
十
万 万 千

㎡ 

 十
億 億 千

万 

百
万 

十
万 万 千

㎡ 

01  

       

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡  

02  

       
,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡  

03  

       
,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡  

04  

       
,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡  

05  

       
,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡  

06  

       

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡  

07  

       

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡  

08  

       
,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡  

09  

       
,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡  

10  

       
,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡  

11  

       
,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡  

12  

       

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡  

13  

       

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡  

14  

       
,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡  

15  

       
,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡  

16  

       
,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡  

17  

       
,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡  

18  

       

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡  

19  

       

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡  

20  

       
,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡  

21  

       
,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡  

22  

       
,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡  

23  

       
,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡  

24  

       

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡  

<用語について> 

●｢事業用資産｣とは、貴法人の事業のために必要な自社用、事業所用、工場用土地のほか、社宅用、福利厚生施設用などの土地をいいます。 

●｢たな卸資産｣とは、他者への売却を目的とした所有土地をいい、例えば、不動産業における商品としての土地や投資用マンションの敷地などをいいます。 

●｢未利用地｣とは、 

・事業用資産においては、空き地など事業として使用していない土地、又は現況が本来の目的に使用していない土地（例：事務所用地として購入したが現況

が駐車場や資材置き場となっている土地）が｢未利用地｣に該当します。 

・たな卸資産においては、現況が本来の目的になっていない土地（例：宅地造成を行い分譲する予定の土地が宅地造成未着工となっている土地）が｢未利用

地｣に該当します。        

・未利用地であるか否かは、区画（同一用途のまとまった土地）単位で判断してください。 

 

富 山 

石 川 

岐 阜 

山 梨 

茨 城 

栃 木 

群 馬 

千 葉 

埼 玉 

福 井 

静 岡 

長 野 

東 京 

神 奈 川 

新 潟 

三 重 

愛 知 

青 森 

岩 手 

北 海 道 

宮 城 

秋 田 

山 形 

福 島 
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第 3面 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

都道府県 

【事業用資産】（自社用等土地） 【たな卸資産】（販売を目的として所有する土地） 

面 積（千㎡） うち未利用地 面 積（千㎡） うち未利用地 

十
億 億 千

万 

百
万 

十
万 万 千

㎡ 

 
 
十
億 億 千

万 

百
万 

十
万 万 千

㎡ 

 十
億 億 千

万 

百
万 

十
万 万 千

㎡ 

 十
億 億 千

万 

百
万 

十
万 万 千

㎡ 

25  

       
,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡  

26  

       
,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡  

27  

       

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡  

28  

       

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡  

29  

       
,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡  

30  

       
,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡  

31  

       
,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡  

32  

       
,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡  

33  

       

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡  

34  

       

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡  

35  

       
,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡  

36  

       
,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡  

37  

       
,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡  

38  

       
,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡  

39  

       

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡  

40  

       

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡  

41  

       
,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡  

42  

       
,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡  

43  

       
,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡  

44  

       

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡  

45  

       

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡  

46  

       
,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡  

47  

       
,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡  

合 計 
       

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡        

,000 

 ㎡ 

        平成●●年１月１日から平成●●年12 月31 日までの間に土地の購入又は売却をした    →第４面を記入してください。 
 

平成●●年１月１日から平成●●年12 月31 日までの間に土地の購入及び売却をしていない →調査はこれで終わりです。

<記入単位について> 

●面積は、百㎡の位を四捨五入し、 

千㎡単位でご記入ください。 

●１坪は、3.3㎡に換算。その他の単位も 

㎡単位に換算してください。 

●帳簿価格は、十万円の位を四捨五入し、 

百万円単位でご記入ください。 

（例）15,600 ㎡ → 16(千㎡)  （例）1坪 →   3.3㎡ (例) 7,654万円 → 77(百万円) 

     5,300 ㎡ →  5(千㎡) 1畝 →    99㎡      1,234万円 → 12(百万円) 

        800 ㎡ →  1(千㎡)      1反 →   992㎡         90万円 →  1(百万円) 

        450 ㎡ →  0(千㎡)      1町 → 9,917㎡         48万円 →  0(百万円) 
 

<各欄の記入について>   

●都道府県ごとの数値を集計した値と合計の欄は必ずしも一致しません。 

 (例) 東京に600㎡、神奈川に800㎡で合計1,400㎡の土地を所有している場合の回答は、東京１(千㎡)、神奈川１(千㎡)、合計１(千㎡)、となります。 

東京の「１」と神奈川の「１」を足して「２」とならないことにご注意ください。 

●千㎡に満たない部分を四捨五入した結果、面積が0千㎡となる場合は、その欄に「0」と明記してください。 合計欄も忘れずに記入してください。 

 
該当する方に 
✓印でチェック 
してください  

鹿 児 島 

沖 縄 

滋 賀 

京 都 

大 阪 

兵 庫 

 

奈 良 

和 歌 山 

鳥 取 

島 根 

岡 山 

広 島 

 

山 口 

徳 島 

香 川 

愛 媛 

高 知 

福 岡 

 

佐 賀 

長 崎 

熊 本 

大 分 

宮 崎 
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第 4面 

Ⅳ 土地の購入・売却の状況について 

１２ 購入・売却した土地について 

平成●●年１月１日から平成●●年 12 月31 日までの間に購入又は売却した土地の面積、帳簿価格および売買区画数について 

記入してください。この期間に行ったすべての土地の購入、売却について記入してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１２-（1） 事業用資産 （自社用等土地） 

項目 事業用資産（自社用等土地） 

面積（千㎡） 帳簿価格（百万円） 売買区画数  

区分  十億 億 千万 百万 十万 万 千 

 

千億 百億 十億 億 千万 百万 

 

千 百 十 一 

 

１年間の 

土地移動 

状況 
 

[平成●●年

1月1日～ 

平成●●年

12月31日] 

(a)購入した土地 
       

,000 
 ㎡       

00万円 
    

区画 

 
うち所有権は有しないが
信託受益権を有する土地        

,000 
 ㎡       

00万円 
    

区画 

(b)売却した土地 
       

,000 
 ㎡       

00万円 
    

区画 

 
うち所有権は有しないが
信託受益権を有する土地        

,000 

 ㎡       
00万円 

    
区画 

１２-（2） たな卸資産 （販売を目的として所有する土地） 

項目 たな卸資産（販売を目的として所有する土地） 

面積（千㎡） 帳簿価格（百万円） 売買区画数  

区分  十億 億 千万 百万 十万 万 千 

 

千億 百億 十億 億 千万 百万 

 

千 百 十 一 

 

１年間の 

土地移動 

状況 
 

[平成●●年

1月1日～ 

平成●●年

12月31日] 

(a)購入した土地 
       

,000 
 ㎡       

00万円 
    

区画 

 
うち所有権は有しないが
信託受益権を有する土地        

,000 
 ㎡       

00万円 
    

区画 

(b)売却した土地 
       

,000 
 ㎡       

00万円 
    

区画 

 
うち所有権は有しないが
信託受益権を有する土地        

,000 

 ㎡       
00万円 

    
区画 

 

 

 

  

－ご協力ありがとうございました－ 

提出期限は、平成●●年８月４日です。期限内の回答をお願い致します。 

後日、調査票の記入内容について、確認・照会をさせて頂く場合もありますので、 

できましたら記入した調査票のコピー（控え）の保管をお願い致します。 

<用語について> 

●「売買区画数」の区画とは、同一用途で使用している（使用予定の）まとまった土地のことです。 

 

●｢信託受益権｣の信託とは、所有者が所有する資産を信託銀行などに移転し、その信託銀行などがその資産を所有者の設定した目的に従っ

て管理・処分することをいい、信託受益権とはその管理・処分した際に得られる利益を受け取る権利のことをいいます。 
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